
議案第 29 号 

令和４年度貝塚市一般会計補正予算（第 13 号）の件 

令和４年度貝塚市の一般会計補正予算（第 13 号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３５６，２６３千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ４０，６３９，３１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第 213 条第１項の規定により、翌年度に繰越して使用することができ

る経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和５年３月 20 日提出 

 

                                                貝塚市長 酒 井  了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　歳　入 (単位   千円)

14. 国庫支出金 9,842,458 40,889 9,883,347

2. 国庫補助金 3,488,447 40,889 3,529,336

16. 財産収入 25,065 20,237 45,302

2. 財産売払収入 200 20,237 20,437

17. 寄附金 729,194 1,000 730,194

1. 寄附金 729,194 1,000 730,194

18. 繰入金 2,006,290 106,837 2,113,127

1. 基金繰入金 2,001,502 83,953 2,085,455

2. 財産区繰入金 4,788 22,884 27,672

21. 市債 3,439,530 187,300 3,626,830

1. 市債 3,439,530 187,300 3,626,830

40,283,056 356,263 40,639,319

計

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

2. 総務費 5,805,944 72,484 5,878,428

1. 総務管理費 5,043,254 72,484 5,115,738

6. 農林水産業費 313,446 347 313,793

2. 林業費 21,455 347 21,802

10. 教育費 3,516,654 240,311 3,756,965

1. 教育総務費 434,250 1,000 435,250

2. 小学校費 961,940 232,111 1,194,051

3. 中学校費 911,977 7,200 919,177

12. 諸支出金 83,860 43,121 126,981

1. 公共施設等整備基金 4,789 43,121 47,910

40,283,056 356,263 40,639,319

補 正 額 計款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



2. 1.

人権行政推進事業 621

9. 1.

消防団施設整備事業 9,600

10. 2.

学校保健特別対策事業 14,850

10. 2.

小学校管理事業（臨時） 217,261

10. 3.

学校保健特別対策事業 7,200教育費 中学校費

　　　　　　　　　　第  ２  表　　　　繰　　越　　明　　許　　費

（単位　千円）

款 項 事 業 名 金 額

教育費 小学校費

教育費 小学校費

消防費 消防費

総務費 総務管理費



起債の 起債の

方  法 借入先 償還期限 据置期間 その他 方  法 借入先 償還期限 据置期間 償還方法 その他

千円 年以内 年以内      千円 年以内 年以内

499,300 証書借入 年6.5％以内 政　府 25 3 左記の条件の範囲  証券発行の場合 686,600 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

又は （ただし、利率見  において発行価

証券発行 直し方式で借り入 その他 に融通条件がある  格が額面金額を

れる政府資金及び 場合その条件に従  下回るときは、

地方公共団体金融 うことができる。  それぞれの発行

機構資金について、 ただし、財政の都  価格差減額を埋

利率の見直しを行っ 合により償還期限  めるために必要

た後においては、 及び据置期間を短  な金額をそれぞ

当該見直し後の利 縮し又は繰上償還  れの限度額に加

率） 若しくは低利に借  算した金額を限

り換えることがで  度額とする。

きる。

起債合計 3,439,530 3,626,830

 元利均等

 年賦又は

 半年賦・

 均等若し

学校施設整備事
業

利  率
償還の方法

 くは満期

 又は元金

 一括償還

限度額利  率 備   考
償還方法

第３表  地 方 債 補 正

起債の目的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額
償還の方法

備　　考


